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第１章 はじめに

１ １ 研究の背景と目的

2011 年の河川法改正や 2017 年の都市公園法改正によっ

て、日本各地で公共空間の活用と賑わいづくりが盛んにな

っており 1)、公共空間の一体的な整備と賑わいづくりのた

めの活用の検討方法が模索されている。また近年では、水

辺公共空間の活用 2) 3)や鉄道会社による高架下空間の開発(1)

が増えており、水辺公共空間や高架下空間等を含めた公共

空間の一体的な整備の検討方法が課題となっている。 
ところで東京都墨田区の北十間川周辺地区（以下：北十

間川地区）では、河川の水辺空間から高架下空間、道路、

公園の一体的整備・活用が検討され、これら公共空間が

2020年に供用し、賑わいづくりの取り組みが始まっている
(2)。 
そこで本稿では、水辺と高架下空間を含む公共空間の一

体的整備・活用が実現した先行事例と言える北十間川地区

を対象に、水辺と高架下空間を含む公共空間の一体的整

備・活用に関する経緯や状況を報告すると共に、その検討

方法について考察することを目的とする。 

１ ２ 研究の方法

まず北十間川地区の整備事業について、文献・ヒアリン

グ調査(3)から内容・経緯・取り組みを把握し（2 章）、次に

整備事業の体制について、文献・ヒアリング調査から北十

間川水辺活用協議会（以下：協議会）とその関係組織、公

共空間毎の運営体制を明らかにする（3章）。その上で、2020

年度から開催されている社会実験に着目し、ヒアリングと

実地調査(4)から社会実験への参画事業者を明らかにする（4
章）。さらに、文献・ヒアリング調査により参画事業者の所

在と背景について明らかにする（5章）。最後に、水辺や高

架下空間を含む公共空間の一体的な整備・活用の検討方法

について考察する（6章）。 

なお、本稿における公共空間の一体的整備・活用とは、

複数の公共空間を相互に連携させた活用が実現する空間整

備と定義する。 
１ ３ 既往研究

水辺公共空間の整備・活用に関する研究は多く、船着場

をともなった水辺公共空間の活用に関するものだけでも、

田島らの研究 4)、赤沼らの研究 5)、泉らの実践的取り組みが

ある。鉄道高架下空間の整備・活用に関する研究では、松

川 6)や籾山ら 7)が東京の高架下空間の活用方法について知

見をもたらしている。また水辺と連携した高架下空間の整

備・活用事例 8)もある。道路空間の活用に関しては、泉山

らが社会実験を通じてのマネジメント主体の在り方につい

て提示している。公園の活用に関する研究では、山崎ら 9)

の全国の都市公園を対象として収益施設の設置実態と立地

条件を明らかにしている。しかしながら、河川の水辺空間

から高架下空間、道路、公園の一体的整備・活用に関する

水辺と高架下空間を含む公共空間の一体的整備・活用の検討方法 
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事例報告はなく、これら公共空間の一体的整備・活用の検

討方法に関して言及した研究もない。 
１ ４ 北十間川地区の概要

北十間川地区を図1に示す。 
北十間川地区は、観光地である浅草と東京スカイツリー

の間にある。隅田川から一級河川北十間川の樋門施設まで

の区間沿い、及び墨田区立隅田公園南区域である。住居表

示では、向島1丁目、吾妻橋1,2,3丁目に位置する。 
１ ５ 整備事業の概要

北十間川地区では、都内屈指の観光拠点である浅草と東

京スカイツリーを結ぶ東西軸を中心に、恒常的な賑わいの

創出と回遊性の向上を目指した整備事業が実施された。墨

田区による「北十間川・隅田公園観光回遊路整備事業」10)

と東武鉄道による「鉄道高架下開発」「隅田川橋梁歩道橋新

設」が実施され、どちらも2020年6月に供用を開始した。 
「隅田川橋梁歩道橋新設」は、東武鉄道の東武伊勢崎線

隅田川橋梁に新たな歩道橋を設置し、浅草と東京スカイツ

リーを結ぶ東西歩行ルートを整備する事業である。 
本稿では、「北十間川・隅田公園観光回遊路整備事業」と

「鉄道高架下開発」を対象とする(5)。 
 
第２章 北十間川地区の整備事業
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２ １ 整備事業の内容

整備事業の内容を図2に示す。 
整備事業の内容は、以下の6つである。 

①耐震護岸及び親水テラスの整備

北十間川沿い（枕橋～源森橋、源森橋～小梅橋）に、親

水テラスが新設された。東京都により耐震護岸が整備され、

その後、墨田区により親水テラスが整備された。 
②高架下店舗の整備

北十間川の北側を通る東武伊勢崎線高架橋の高架下空間

に、東武鉄道によりテナントが入る店舗施設が新設された。

テナントは図4に示す通り、源森橋を境に西側には5件、

東側には6件の計11件が並ぶ。物販や飲食といった店舗や

ホテルが入る。 
なお高架下空間の土地は、東武鉄道が大部分を所有する

ものの、河川区域が一部入り込むため、本稿では公共空間

として扱う。 
③コミュニティ道路の整備

区道（墨22号路線）がコミュニティ道路として整備され

た。西側は、再舗装及び自転車を除く車両の通行制限が行

われた。東側は、再舗装及び歩道空間の新設が行われた。

いずれも墨田区によって整備された。 
④隅田公園南区域の整備

隅田公園南区域の整備が行われた。墨田区によって、芝

生広場と舗装広場（以下：そよ風ひろば）、トイレが整備さ

れた。そよ風ひろば各所には、様々なイベントに対応でき

るように、コンセントボックスやイベント仮設の固定補助

器具が設置された。 
⑤防災船着場の整備

小梅橋付近の親水テラスに、墨田区によって防災船着場

として整備され、平時は観光船の発着が予定されている。 
⑥小梅橋の架け替え

小梅橋の架け替えが行われた。墨田区によって行われた。

小梅橋は、老朽化していたこともあるが、歩道がなく狭い

ため、回遊性向上という観点から架け替えが行われた。 
２ ２ 整備事業の経緯 11)

整備事業の経緯を図3上段に示す。 
2006 年の東京スカイツリー建設の建設地決定を契機に、

墨田区は同年、水辺を活かしたまちづくりと観光を推進す

るために、北十間川を中心とした水辺空間の活用を描いた

「北十間川水辺活用構想」を策定した。隣接する隅田公園

や東武鉄道高架下との一体的な整備を行い、水辺の拠点と

賑わいネットワークの形成を目指した。 
2012年に、東京都による「北十間川の耐震護岸整備計画」

と東武鉄道による「高架橋の耐震補強整備の計画」が明ら

かになり、墨田区は、水辺や高架橋の整備に合わせて、区

道整備、隅田公園再整備等を同時に行う「北十間川・隅田

公園観光回遊路整備事業基本計画」を策定した。 

また整備事業の推進においては、2014年の東京都による

「東京都長期ビジョン」において、本事業がリーディング

プロジェクトに位置付けられたことも大きく後押しした。 

２ ３ 整備事業実現のための取り組み

整備事業実現のための取り組みを図3下段に示す。 
「北十間川・隅田公園観光回遊路整備事業基本計画」の

策定を受け、2014年に、東京都、東武鉄道、墨田区と学識

経験者からなる「北十間川水辺活用検討会」が発足した。

北十間川水辺活用検討会では、2020 年の東京オリンピッ

ク・パラリンピックを目指し、東京都は北十間川の護岸等

耐震対策整備、東武鉄道は高架橋の耐震補強整備と高架下

施設の整備、墨田区は耐震護岸上部の親水テラス整備、防

災船着場の整備、隅田公園南区域整備、コミュニティ道路

整備、小梅橋の架け替え整備を実施することが決定した。

舗装のデザインといった色調の統一や、道路から河川への

貫通路の数や位置等、河川、高架下空間、道路、公園の一

体的整備・活用をするための検討も行われた(6)。 
また、高架下空間の土地に一部河川区域が入り込んでい

ることから、高架下空間を活用するため「河川敷地占用許

可準則第 22」(7)（以下：準則特例占用）の適用についても

議論された。制度の適用には、河川敷地の利用調整を行う

協議会等において、地域の合意を図る(8)ことが義務付けら

れている。 
そこで墨田区は、河川敷地の利用調整に関する地域の合

意を図るために、2015年から地域住民からなる組織「準備

会」を立ち上げた。墨田区を事務局に、地元町会と商店会
(9)により組織された。2016年からは、準備会を母体として、

東武鉄道等(10)を含んだ「北十間川の水辺活用に向けた勉強

会（以下：勉強会）」が開催された。勉強会では、北十間川

と隅田公園の状況や利活用について検討された。当初、地

元町会や商店会は水辺利活用のイメージが湧かなかったが、

まち歩き活動や学生による整備の提案発表(11)によって、高

架下空間や隅田公園といった周辺環境も含んだ一体的な整

備について前向きに検討するようになった。 
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2017年には、勉強会の中に「検討部会」が設立され、北

十間川地区の整備内容の検討が行われた。検討部会には、

地元町会の有志と区内の市民団体の「ものコト市実行委員

会」(12)と「ひらがなネット」(13)が参加し、整備内容をより

具体的にイメージするために「現地・原寸ワークショップ」
13)が行われた。河川敷地という水辺と高架下空間だけでは

なく、墨田区としては勉強会とは別に検討する予定だった

区道および隅田公園の整備についても、勉強会で検討する

ことになった。船着き場についても同様に勉強会で検討す

ることになった。行政の縦割りを克服し、地元の発意を踏

まえた水辺空間から高架下空間、道路、公園の一体的整備・

活用の検討が進んでいった。 
2 年間に及ぶ勉強会と検討部会の継続を経て、勉強会を

母体に協議会が2018年に設立された。墨田区都市整備部は、

協議会と共に水辺空間から高架下空間、区道、隅田公園の

整備を検討することになり、また墨田区産業観光部、企画

経営室も協議会の構成員となった。行政の縦割りが克服さ

れることとなった。 
 
第３章 協議会と関係組織

３ １ 協議会

協議会の構成員を図4上段に示す。 
協議会は、北十間川の水辺の良好な環境の保全と恒常的

な賑わいの創出により、水辺と周辺地域の活性化を図るこ

とを目的に、2018年に設立された。墨田区都市整備課を事

務局に、地元町会と商店会、東武鉄道等により組織された。

協議会を開催し、準則特例占用に関する決議をはじめ、整

備事業の報告や部会の検討結果の報告・審議が行われた。 
検討の体制として、水辺の管理運営を検討する「管理運

営部会」と北十間川地区の賑わい創出を検討する「賑わい

創出部会」の2つの部会が設置された。 
管理運営部会では、北十間川の水辺のイメージづくりや

今後の協議会の役割の検討、親水テラスの利用ルールの検

討が行われた。賑わい創出部会では、目指す賑わいの検討

やプレイベントの企画・実施、及びそれによる効果及び実

施体制の検証が行われた。また賑わい創出部会では、協議

会メンバーに加え、区内の市民団体や地元の事業者も参加

した。 

３ ２ 協議会の関係組織

協議会の関係組織を図4下段に示す。 
北十間川地区では、公共空間の一体的な活用の促進を目

的に、「北十間川周辺情報連絡会」の設立が検討されている。

各組織の代表者が集まり、2か月に1度の定例会と半年に1
度の総会が実施され、関係組織間の情報共有と調整、連携

が図られる。 
北十間川周辺情報連絡会の関係組織は、以下の通りであ

る。 
①東京ミズマチ共同体と高架下店舗

東京ミズマチ共同体は、北十間川地区の賑わい創出、地

域活性化と水辺の良好な環境保全を目的に、東武鉄道と高

架下店舗により組織される。年に数回の定例会が実施され

る。高架下空間を活用するために、準則特例占用の適用を

受けている。 
高架下店舗は、西側は「Lレストラン」「Kショップ」「和

菓子屋 I」「Dカフェ」「ベーカリー M」、東側は「Wホテ

ル」「産業支援施設 S」「コンビニ F」「コインランドリー 

W」「Sレストラン」「Lカフェ」である。 
②区内外の事業者及び団体

各公共空間を利用する区内外の事業者及び団体である。

キッチンカーやマルシェの出店者、非営利活動の主催者等

が該当する。また、隅田公園南区域には指定管理者が、防

災船着場には、舟運事業者が入る予定である。 

また賑わい創出部会には、外部参加者として地元の事業

者の「バー I」、区内の市民団体のものコト市実行委員会や

「Sクラブ」「Bクラブ」が参加した。 
３ ３ 公共空間毎の運営体制

公共空間毎の運営体制を図5に示す。 
防災船着場は、墨田区産業観光部が主体となり、観光舟

運事業の船着場として活用する計画である。実施主体は、

産業観光部に対して利用手続きと利用料を払うことで使用
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できる。 
親水テラスは、準則特例占用において長期間の占用が可

能である。実施主体は、協議会による審議のうえ、合意を

得ることで親水テラスを利用できる。その他、工作を伴わ

ない数日間の利用に関しては、「テラス護岸等一日利用制

度」がある。 
高架下空間は、東京ミズマチ共同体が主体となり活用す

る。協議会による合意のもと、東武鉄道が建物を建設し、

各テナントと賃貸借契約を行う。東京ミズマチ共同体の運

営は東武タウンソラマチ（株）が行う。 
区道は、一定の条件下において、墨田区に「道路占用許

可申請」を行うことで占用が可能である。 
隅田公園南区域は、指定管理者が主体となり活用する計

画である。実施主体は、指定管理者と調整し、区に対して

手続きと占用料を払うことで利用できる。 
 
第４章 社会実験への参画事業者

４ １ 社会実験の実施

社会実験の枠組みを図6に示す。 
公共空間の活用を促進するために、墨田区公共施設マネ

ジメント担当（以下：公マネ）が、北十間川地区活動の一

環として、「そよ風会議室」と「そよ風L@B,」を実施した。

社会実験に対する事業者への参画呼びかけは、そよ風会議

室で行われた。事業者の参画する社会実験は、従来の占用

と並行して実施された。 
そよ風 L@B,は、2020 年の 8/1～8/31 と 9/1～12/28 の 2

回実施された。第1弾は、そよ風ひろば（図2参照）の利

活用の可能性の検証及びコントロールと活用者に対するノ

ウハウの提供を目的に実施された。公マネがそよ風ひろば

を占用し、そよ風 L@B,を主催することで、事業者に占用

料や占用手続きの負担がなく、多くの事業者が参画した。 
第2弾は、活用の幅を広げ、地域全体での連携を検証す

ることと事業者へのサポート兼窓口を目的に実施された。

活用範囲は、親水テラスとコミュニティ道路まで拡大（図
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2 参照）され、親水テラスを活用したイベント等が行われ

た。また公マネは、事業者のサポートを主に行い、占用料

や占用手続きは事業者自らが行う方法に変更された。 
社会実験を実施し公共空間を活用することで、整備され

た公共空間の電源位置や固定補助器具等、また動線の適正

について検証した。また、活用する事業者が参画するか、

活用による集客状況も検証した。さらに、占用手続きの一

元化に向けた事務処理方法も検討した。 
４ ２ 社会実験の状況

社会実験と公共空間の活用状況を表1に示す。 
2020年6月～12月の期間、公共空間では多くの活用があ

った。キッチンカーやマルシェといった日常的な活用やイ

ベント(14)があった。代表的なイベントは以下の通りである。 
①すみだぱくぱくぱーく

すみだぱくぱくぱーくが、8/1,2に実施された。全国の生

産者が集う産直市場、すみだの食が味わえるフードトラッ

クをそよ風ひろばで実施した。高架下店舗のLレストラン

と区内団体の「すみだ青空市ヤッチャバ事務局」（以下：ヤ

ッチャバ事務局）が主催した。区内・区外事業者、区内団

体、高架下店舗が参画した。 
②隅田公園ヤッチャバ

隅田公園ヤッチャバ(15)が、8/30、11/22、12/6,13,20に実施

された。様々な地域の生産者が出店する産直市場をそよ風

ひろばで実施した。区内団体のヤッチャバ事務局が主催し

た。区内・区外事業者、区内団体、高架下店舗が参画した。 
③すみだパークシネマフェスティバル

すみだパークシネマフェスティバルが、9/26,27に実施さ

れた。墨田区の文化芸術振興事業である「隅田川 森羅万象 
墨に夢」プロジェクトの一環で行われた。映画上映や物販

を、そよ風ひろばで実施した。また、高架下店舗のLレス

トランとDカフェで特別コラボメニューの提供が行われた。

すみだパークシネマフェスティバル2020実行委員会（ヤッ

チャバ事務局、B クラブ、「C シネマ」）と「「隅田川 森羅

万象 墨に夢」実行委員会」が主催した。区内・区外事業者、

区内団体、高架下店舗が参画した。 

④スタンプラリーイベント

スタンプラリーを通した子供向けイベントが、10/31 と

12/6に実施された。スタンプラリーのポイント、子供向け

イベントブース、キッチンカーを、そよ風ひろばと親水テ

ラスで実施した。他にも、区内事業者の「バレエ教室 B」
による発表会や読み聞かせボランティアによる読み聞かせ

があった。どちらも区内事業者の「Oレストラン」と区外

事業者の「体験教室K」が主催した。 
また 10/31 のハロウィンスタンプラリーでは、高架下店

舗のLレストランがスタンプラリーのポイントになるとい

った連携があった。さらに、12/6のクリスマススタンプラ

リーでは、高架下店舗のWホテルが親水テラスで、イベン

トに合わせて自社の PR を行うといった連携があった。区

内・区外事業者、区内団体、高架下店舗が参画した。 
⑤商店街イベント連携企画

近隣の商店街である本所吾妻橋商店街でのイベント「パ

ラソル市」との連携企画が、11/4 に実施された。高架下店

舗のLカフェとのコラボイベントや親水テラスでのマルシ

ェが行われた。企画補助にBクラブが参画した。また近隣

の店舗(16)の参画もあった。高架下店舗、区内団体が参画し

た。 
⑥すみだパーククリスマスマーケット

すみだパーククリスマスマーケット 2020 が、12/24～27
に実施された。墨田区内外のフードトラックや DJ による

音楽イベントを、そよ風ひろばで実施した。区内事業者の

バー Iを中心に、すみだパーククリスマスマーケット2020
実行委員会が主催した。区内・区外事業者、区内団体が参

画した。 
４ ３ 社会実験への参画事業者

社会実験への参画事業者を表2に示す。 

公共空間の活用には、高架下店舗から区内・区外事業者

及び区内・区外団体といった幅広い事業者が参画した。合

計で46団体、159回の参画があった。最も多かったのは計

60 回の区内事業者、次いで計 51 回の区外事業者が多かっ

た。 
高架下店舗は、宿泊業の W ホテル、飲食店の L レスト

ラン、「F カフェ」の 3 事業者、14 回の参画があり、W ホ

テルが8回と最も多かった。14回の参画は、全てイベント

だった。 
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区内事業者は、飲食店のバー I、「G レストラン」、O レ

ストラン、「Hカフェ」「Tレストラン」「Hレストラン」「N
レストラン」「M カフェ」「W レストラン」、卸売業の「M
チョコレート」「Vワイン」、地域団体のBクラブ、食品小

売業の「T カフェ」、サービス業のバレエ教室 B、「S スタ

ジオ」、製造業の「S 株式会社」、小売業の「T ショップ」

の17事業者、60回の参画があり、バー Iが15回と最も多

かった。60 回の参画のうち、イベントが 51 回と多く、日

常的な活用は9回だった。 
区内団体は、サービス業のヤッチャバ事務局、「レンタル

スペース I」、Sクラブ、文化団体の「Hベーゴマ会」、「隅

田川 森羅万象 墨に夢」実行委員会、「すみだ輪踊り実行委

員会」「T書店」、ボランティアの「Sデリバリー」、読み聞

かせボランティア、地域団体の「すみだ街カン実行委員会」

の 10 事業者、33 回の参画があり、ヤッチャバ事務局が 8
回と最も多かった。33 回の参画のうち、イベントが 19 回

と多く、日常的な活用は14回だった。 
区外事業者と区外団体は、それぞれ15事業者と1事業者、

51回と1回の参画があった。「Bレストラン」が13回と最

も多かった。また区外事業者の、「N 農園」「花屋 H」「S
農園」「K養蜂園」「Y農園」は曳舟駅前で開催されている

ヤッチャバに出店経験のある事業者だった。区外事業者の

51 回の参画のうち、イベントが 37 回と多く、日常的な活

用は14回だった。区外団体の1回の参画は日常的な活用だ

った。 
全体的にイベントで参画する事業者が多く、特に高架下

店舗はすべてイベントでの参画だった。また区内団体は他

と比較し、日常的な活用での参画の割合が高かった。 
 
第５章 参画事業者の所在と背景

５ １ 参画事業者の所在

参画事業者の所在を図7に示す。 
参画事業者は、まず北十間川地区で多く、向島が7事業

者、41回の参画と突出して多く、吾妻橋が2事業者、3回
の参画だった。 
墨田区内では、東向島が2事業者、11回の参画と多かっ

た。次いで京島が4事業者、9回、八広が2事業者、8回と

多かった。 
墨田区内の参画事業者が多く、東向島、京島、八広は参

画事業者集中地区と言える。 
５ ２ 参画事業者集中地区の背景

参画事業者集中地区の背景を図8に示す 14)。

参画事業者が集中する東向島、京島、八広は、木造密集

市街地(17)であるため、防災に対する取り組みをはじめとす

る木密まちづくり 15) 16)が行われている。 

京島・八広では、東京都が住環境の改善のために、「修復

型」と「住民参加」によるまちづくり事業を1980年に始め

た。1981 年には、「京島地区まちづくり協議会」が設立さ

れ、1982年には、道路整備計画等を盛り込んだ「京島地区

まちづくり計画（大枠）」が策定された。1983 年に、東京

都による「住環境整備モデル事業」に選定され、防災のま
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ちづくりが始まった。1990年に、事業主体が東京都から墨

田区に移管され、事業の推進体制が再び整ったことで事業

は本格的に再開した。その後、コミュニティ住宅の建設や

道路の拡幅整備が進んだ。2001年からは、曳舟駅前再開発

事業が始まり、2008～2010年にかけて順次完成した。2009

年には、京島3丁目地区防災街区整備事業が開始し、2013
年に完成した。 
東向島・向島では、1985年に、東京都が一寺言問地区(18)

を「防災生活圏モデル事業」の対象地区として選定したこ

とをきっかけに、防災まちづくり 17)が始まった。地域住民

が主体的に活動し、同年には、住民や町会で組織された「一

寺言問を防災のまちにする会（一言会）」（1985）が発足し

た。活動紹介のための「防災まちづくり瓦版」の発行や雨

水利用の防火装置「路地尊」の設置、道路や集会場の整備

など、住民を主体として、防災をテーマに幅広い活動が行

われた。 
こうした住民主体の活動を通して、「NPO法人 まちづく

り才団 川の手倶楽部」（1988）や「向島のまちづくりを支

援する専門家集団SONOTA」（1999）、「NPO法人向島学会」

（2002）など様々な組織が出現した。2000年以降は、こう

ョシクーワンイザデ際国島向「、でとこるす携連が織組たし

ップ」（1998）や「向島博覧会2000」（2000）といたアート

活動が展開した。空き地や空き家を活用したアートプロジ

ェクトやアーティスト・イン・レジデンスにより、木造家

屋のリノベーションが進んだ。またこうした活動を契機に、

若手アーティストが居住するようになった。若手アーティ

ストによる木造家屋のリノベーションが増加し、近隣住民

や大工とのコミュニケーションを通して、地域内での様々

なネットワークが形成された。その後も向島では「墨東ま

ち見世」（2009～2014）や「39アート in向島」（2010～）な

どアート活動が継続した。 
2010年以降は、木造家屋の改修・活用をするリノベーシ

ョンまちづくり(19)が展開し、M カフェ等の参画事業者が

徐々に店舗を開業しはじめた。また2019年からは、リノベ

ーションまちづくりの一環として、「国際デザインワークシ

ョップ」（2019）や「向島 EXPO2020」（2020）が開催され

た。 
参画事業者集中地区は、約40年にもわたる持続的な木密

まちづくりが行われており、その防災活動やアート活動、

リノベーション活動によって、近年木造家屋リノベーショ

ン店舗が増加し 18)、これら木造家屋リノベーション店舗の

経営者を中心に参画事業者となっている。 
 
第６章 まとめ

本稿で報告した北十間川地区における公共空間の整備・

活用に関する経緯や状況の中で、水辺と高架下空間を含む

公共空間の一体的整備・活用の検討方法を考察する上での

要点は以下の通りである。 
・地元町会や商店会は、準備会と勉強会でのまち歩き活動

や学生による整備の提案発表などを経て、公共空間の整

備を前向きに検討するようになり、協議会の設立につな

がった。 
・地元町会や市民団体の代表の意向や発意によって、検討

部会では親水テラスと船着場整備といった水辺の検討だ

けではなく、ワークショップで高架下空間と区道、公園

整備といった周辺環境も含んだ公共空間の整備まで検討

した。それにより行政の縦割りを克服し、一体的な公共

空間の検討が実現した。 
・検討部会に地元町会や商店会の役員に加えて区内の市民

団体の代表も参加したことが、水辺空間から高架下空間、

道路、公園の一体的整備・活用を検討する協議会の設立

につながった。またその後の協議会内の管理運営部会と

賑わい創出部会の活動へと引き継がれることになった。 
・今後の協議会の体制として、多様な参画事業者が関わる

ことができ、関係組織間の連携を促進するような「情報

連絡会」といった体制が模索されている。 
・協議会活動の一環として実施された社会実験は、高架下

店舗だけではなく、墨田区内外からの多様な事業者の参

画をもたらし、一体的に整備された公共空間の賑わいづ

くりを促進した。 
・社会実験には、木密まちづくりに長期間にわたって取り

組んでいる東向島、京島、八広等での防災活動やリノベ

ーション活動、アート活動に関わる事業者が多く参画す

る等、持続的なまちづくり活動との連携に繋がっている

ことも推察される。 
以上のことを踏まえて水辺や高架下空間を含む公共空間

の一体的な整備・活用の検討方法について以下のことが言

える。 
地元町会や商店会に加えて、市民団体も参加する検討会

やワークショップは、行政の縦割りを克服でき、また民間

企業との連携を促進するため、各地に市民団体が設立され

ている今日の状況を考えると、公共空間の一体的整備・活

用の検討方法として、広く有効と言える。また本事例では、

まち歩き活動や学生による整備の提案発表も有効な方法で

あった。 

任意の市民団体や NPO が検討に参加することは、様々

な意向や発意を踏まえることになり、準則特例占用のため

の手続き団体として終わらず、連続する公共空間の整備・

活用を検討する協議会や開かれた体制づくりに有効と言え

る。 
公共空間の活用を促進するために行う社会実験は、各地

で増加しているリノベーション事業者をはじめとする様々

な事業者の参画を誘発して一体的に整備された公共空間の

活用を促進し、また協議会を中心として周辺環境で成果を

収めている事業者やまちづくり活動と連携する開かれた体

制づくりを実現すると言える。 
 
【補注】
（1） 東京都心部では、AKI-OKARTISANの事例が知られている。 
（2） 北十間川地区での取り組みは、国土交通省が主催する「令和2年度 か

わまち大賞」にて大賞を受賞した。 
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（3） ヒアリング調査：2020/7/14/Tue、8/7/Fri、12/18/Fri 実施。対象は墨田
区都市整備課。2020/8/3/Mon、9/3/Thu、10/16/Fri対象は墨田区公共施
設マネジメント担当。2020/9/15/Tue 実施。対象はものコト市実行委

員会。2020/12/13/Sun 実施。対象はヤッチャバ事務局。参画事業者
に対して、2020年11月14日～12月27日に行った。 

（4） 実地調査：8/1～12/31の社会実験開催期間に実施。隅田公園、親水テ

ラス、周辺地域でのイベント内容を調査した。 
（5） 本稿では、水辺と高架下空間を含む公共空間の一体的整備・活用が

みられる「北十間川・隅田公園観光回遊路整備事業」「鉄道高架下開

発」に主眼を置いた。「隅田川橋梁歩道橋新設」は観光回遊路の創出
を目的とする橋梁事業であり、本稿の趣旨とは異なるため研究対象
から除外した。 

（6） 「情報の共有」と「調整」が主だった。 
（7） 参考文献12）による。「河川敷地占用許可準則」は、河川法で定めら

れた河川敷地を、河川管理者以外のものが占用できるようにするた

めの基準等を定め、地域の意向を踏まえつつ適正な河川管理を推進
することを目的とした規制緩和措置である。 

（8） 河川敷地占用許可準則第22の都市・地域再生等利用区域の指定、都

市・地域再生等利用方針の策定、都市・地域再生等占用主体の指定
を行う際に地域の合意が必要となる。 

（9） 参加団体の地元町会は、吾妻橋1,2,3丁目、向島1丁目、小梅1丁目で

ある。商店会は、本所吾妻橋商店会、吾妻橋パトリア会、リバーピ
ア吾妻橋飲食店会、言問橋商店会である。 

（10） 東武鉄道、東京都、墨田区、墨田区観光協会である。 
（11） 芝浦工業大学建築学科の授業「ゼミナール2」の一環で、学生による

水辺と隅田公園の設計について提案発表が行われた。 
（12） 年に1回、秋頃に隅田公園で開催されている東東京最大規模の手づく

り市である。ものコト市実行委員会の代表が参加した。 
（13） 墨田区亀沢にある、日本で暮らす外国人をサポートするソーシャル

ビジネスの会社。 
（14） 「主催者がおり、複数の事業者が参画したもの」と定義する。 
（15） 2011年から、毎週土曜日に東武伊勢崎線曳舟駅前の広場を活用して

行われている産直市場である。すみだ青空市ヤッチャバ事務局が実

施している。 
（16） Sデリバリーメンバーによる一日限定のカフェ「Zカフェ」が、向島1

丁目の長屋で実施された。 
（17） 東京都の「防災都市づくり推進計画（改定）」（2016）において、震

災時に特に甚大な被害が想定される地域（整備地域）に墨田区北部・
亀戸地域が指定されている。また、木造住宅密集地域の改善を進め

るため、従来よりも踏み込んだ取組を行う区域（重点整備地域）に、
京島周辺地区、鐘ヶ淵周辺地区、押上二丁目地区が指定されている。 

（18） 地区としては、東向島１,3丁目、向島5丁目、堤通1丁目である。地

区の防災計画の避難地である第一寺島小学校と言問小学校が由来と
なっている。 

（19） 参考文献18）による。後藤大輝氏を筆頭に、京島を中心に、リノベ

ーション物件が増加している。木造長屋の保存活用にとどまらず、
アートイベントやワークショップの企画も行う。 
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